
平成17年3月期　中間決算発表(参考資料)
平成16年10月29日
日 産 車 体 ㈱

連結決算

（単位：億円）

当中間期実績 前中間期実績  当通期見込み 前期実績

(16年9月中間期) (15年9月中間期)  (17年3月期) (16年3月期)

売　上　高 2,946.8 (2.8%) 2,865.7 (5.5%) 5,900.0 (1.6%) 5,808.1 (2.2%)

営 業 利 益 149.3 (17.8%) 126.8 (51.1%) 298.0 (6.5%) 279.8 (76.3%)

経 常 利 益 145.7 (25.1%) 116.5 (52.7%) 291.0 (11.4%) 261.2 (84.2%)

当期純利益 108.1 (74.4%) 62.0 (43.7%) 193.0 (27.7%) 151.1 (130.2%)

増減要因 (増益要因) 億円 (増益要因) 億円

(営業利益) 合理化 56 合理化 125 

台数･構成 12 台数･構成 38 

(減益要因) (減益要因)

価格改訂 ▲29 価格改訂 ▲59 

販売施策費用ほか ▲16 販売施策費用ほか ▲85 

計 23 計 19 

設備投資額 88 34 226 116

減価償却費 51 51 111 105

ﾈｯﾄ有利子負債残高 △265 △130 △233 △275

業績評価 増収・増益 増収・増益

連結･単独とも過去最高益 連結･単独とも過去最高益

売上台数 千台 千台 千台 千台

乗用車 86 (▲0.2%) 86 (▲4.1%) 171 (▲3.0%) 177 (▲6.8%)

商用車 82 (6.0%) 77 (5.5%) 164 (8.8%) 151 (10.3%)

小型ﾊﾞｽ 6 (▲1.0%) 7 (12.2%) 13 (▲6.8%) 13 (11.5%)

計 174 (2.6%) 170 (0.6%) 348 (2.1%) 341 (0.8%)

＊(　)内は対前期増減率

単独決算

（単位：億円）

売　上　高 2,883.4 (2.9%) 2,803.5 (5.4%) 5,800.0 (2.1%) 5,679.4 (2.1%)

営 業 利 益 139.1 (18.6%) 117.2 (59.6%) 280.0 (8.9%) 257.0 (97.8%)

経 常 利 益 136.8 (25.7%) 108.8 (68.8%) 275.0 (13.9%) 241.3 (115.9%)

当期純利益 103.4 (75.6%) 58.9 (66.9%) 187.0 (28.1%) 146.0 (197.3%)

配当金（円／株） 中間 3円 中間 3円  中間 3円／年間 6円

設備投資額 71 25 182 84

減価償却費 42 41 90 84

ﾈｯﾄ有利子負債残高 △235 △95 △211 △248

＊(　)内は対前期増減率

中間 3円／年間 6円
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代 表 者 役 職 名 取 締 役 社 長 氏 名 高 木 　 茂
問合せ先責任者 役 職 名 総 務 部 主 管

氏 名 田 坂 　 和 子 Ｔ Ｅ Ｌ(     )0463 21－8757

中間決算取締役会開催日 平 成 16年 10月 29日
親 会 社 名 日産自動車株式会社 (コード番号:    )7201 親会社における当社の株式保有比率：     42.6％
米国会計基準採用の有無 無

1.16年 9月中間期の連結業績 (   ～   )平 成16年 4月 1日 平 成16年 9月30日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期      294,688     2.8      14,935    17.8      14,575    25.1
15年 9月中間期      286,574     5.5      12,680    51.1      11,652    52.7

16年 3月期      580,817－       27,984－       26,128－

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

16年 9月中間期       10,811    74.4          70.32         69.66
15年 9月中間期        6,200    43.7          40.15         40.02

16年 3月期       15,118－          98.17         97.53

(注 )1.持分法投資損益 16年 9月中間期 百万円 15年 9月中間期 百万円－ －
16年 3月期 百万円－

2.期中平均株式数(連結) 16年 9月中間期    153,753,979株 15年 9月中間期    154,435,379株
16年 3月期    154,006,202株

3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 9月中間期      232,041      77,303     33.3         501.52
15年 9月中間期      213,586      59,982     28.1         391.50

16年 3月期      227,490      66,726     29.3         434.54
(注 )期末発行済株式数(連結) 16年 9月中間期    154,139,088株 15年 9月中間期    153,210,905株

16年 3月期    153,555,711株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
16年 9月中間期        1,449      △2,143       △6,478       26,594
15年 9月中間期       13,961      △2,388       △1,339       19,279

16年 3月期       32,725      △5,967       △1,721       33,767

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    7 － －

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社－ － － －

2.17年 3月期の連結業績予想 (   ～   )平 成16年 4月 1日 平 成17年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期      590,000      29,100      19,300

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )         125円21銭

※ 　 上 記 の 予 想 は 現 時 点 で 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 今 後 様 々 な 要
因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 は 、 添 付 資 料 ３ ペ ー ジ を ご
参 照 く だ さ い 。
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１．企業集団の状況 
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日産自動車株式会社 
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自動車関連事業  情報処理事業  人材派遣業  そ の 他 

※ 2 

新和工業(株) 

(株)テクノヒラタ 

(株)ｵｰﾄﾜｰｸｽ京都 

 

※ 4 

(株)トノックス 

(株)アイテック 

 ※ 2 

(株)エヌシーエス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 2 

(株)プロスタッフ 

 

 ※ 2 

ｻｶﾞﾐ･ﾒﾝﾃﾅﾝｽ(株) 

(株)ｴﾇｴｽﾃﾞｻﾞｲﾝ 

※3  

(株)新和興産 

 

 

 （注） ※ 1  親会社 

     ※ 2  連結子会社 

     ※ 3  非連結子会社で持分法非適用 

     ※ 4  関連会社で持分法非適用 

 

 

 

 

 

 

 

部品有償支給  

部品有償支給  

製品納入  

製品納入  
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２．経 営 方 針 

 （１）会社の経営の基本方針 

当社は、日産グループのＬＣＶ（Light Commercial Vehicle キャラバン、ＡＤバン等の商用車）とＭＰＶ

（Multi Purpose Vehicle エルグランド等の多目的乗用車）を中心に、日産自動車株式会社の商品計画に基

づき、開発から生産までを担うメーカーとして「お客様から支持される商品を広く世界にお届けする」こと

を使命としております。 

当社製品の商品競争力を一層強化する為に、お客様の信頼と満足を得られる商品開発力強化、市場変動に

柔軟に対応できる生産体制の構築及び更なる品質向上活動と原価低減活動の推進に取り組んでまいります。 

これにより、株主、お客様、取引先、地域社会、従業員の皆様の信頼感を高め、企業価値の向上をはかっ

てまいります。 

 （２）会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、当期及び今後の業績などに対応して、安定した配当を継続的に行うことを基本としております。

また、内部留保につきましては、新車開発や生産性向上のための設備投資などに有効活用し、財務体質の充

実・強化を進めてまいります。 

 （３）中長期的な会社の経営戦略 

当社は、平成１４年４月から「日産１８０」（ﾆｯｻﾝﾜﾝｴ ｲ ﾃ ｨ ｰ）に呼応した中期目標である「ＮＳ   

１３０」の達成に向けて、諸課題の解決に取り組んでおります。 

今年度はその仕上げの年であり、最重点課題である「お客様に満足して頂ける品質の実現」に向けて、

品質を基軸としたプロセス改善をはかっていくことで、企業基盤を更に強化し、「ＮＳ１３０」の達成

を確実なものにしてまいります。 

また、短期商品化プロセスの確実な実行と、多車種変量生産技術の推進に取り組み、基礎体力を向上さ

せることで、より高いお客様満足を提供し、日産グループに貢献してまいります。 

当社は今後とも、「ＣＳと収益を高いレベルで安定的に両立させ、株主の皆様をはじめとするステー

クホルダーの皆様からの高い信頼感と、確かなコア技術に裏付けられた存在感がある」企業を目指してま

いります。 

（４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と施策の実施状況 

   当社は、意思決定の更なる迅速化をはかること、フレキシブルな人事や若手の登用を促し、より活力

ある経営体制を構築すること等を狙いとし、本年５月１日より執行役員制を新たに導入しました。取締

役会は原則月１回開催し、重要な経営事項を決定しております。加えて原則週１回開催する経営会議に

おいて、取締役会決議事項以外の経営に関する基本方針や重要事項について決定するとともに、執行役

員の業務遂行状況を確認しております。  
また、監査役は４名のうち社外監査役２名を選任し、取締役会には監査役全員、また、経営会議には常

勤監査役２名が出席し、必要に応じて意見を述べるとともに、社内各部署の業務執行状況について監査

するなど、監査機能の強化に努めております。 

さらに当社は、「行動規範委員会」を設置し、企業倫理の向上に努めております。 
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３．経営成績及び財政状態 

 （１）当中間期の概況 

当中間期におけるわが国経済は、アジアやアメリカ向け輸出の増加や設備投資の増加により、堅調な回復

がみられましたが、雇用情勢は依然として厳しさが残り､公共投資も低調に推移するなど、厳しい状況で推

移しました。 

このような経済情勢の下、当社の売上台数は、欧州や豪州向けの「ピックアップ」や、北米向けの「イン

フィニティＦＸ」の販売が好調だったことにより、前年同期比２.６％増の１７４，１５３台となりました。

その結果、連結売上高につきましても同２.８％増の２，９４６億円となりました。 

損益面では、売上高増による利益増に加え、グループをあげて原価低減や生産性向上に取り組んだことに

より、連結営業利益は前年同期比１７.８％増の１４９億円、連結経常利益は同じく２５.１％増の１４５億

円、また、連結中間純利益は京都工場跡地売却益などがあり、同じく７４.４％増の１０８億円となりまし

た。 

なお、当社単独の中間配当金につきましては、１株につき３円とさせていただきたいと存じます。 

次に、当中間期の各キャッシュ・フローの状況ですが、営業活動の結果得られた資金は、売上台数増と合

理化効果などにより税金等調整前中間純利益が７１億円増加しましたが、売上債権が９８億円増加したこと

や法人税等の支払額が５５億円増加したことなどにより、前年同期に比べ１２５億円減少の１４億円となり

ました。 

また、投資活動の結果使用した資金は、固定資産の取得による支出が３８億円増加しましたが、固定資産

の売却による収入が４３億円増加したことなどにより、前年同期に比べ２億円減少の２１億円となりました。

最後に、財務活動の結果使用した資金は、社債の償還による支出６２億円の実施などにより、前年同期に

比べ５１億円増加の６４億円となりました。 

以上の結果から、当中間期末における現金及び現金同等物の残高は、前年同期に比べ７３億円増加の  

２６５億円となりました。 

 

 （２）通期の見通し 

今後の経済環境につきましては、企業収益が改善していることから、景気は回復に向かいつつあるものの、

原油価格の上昇など不安材料もあり、不透明な状況が続くものと思われます。 

このような経済情勢を踏まえ、通期の業績見通しといたしましては、連結売上高５，９００億円、連結経

常利益２９１億円、連結当期純利益１９３億円を見込んでおります。 

なお、当社単独の期末配当金につきましては、１株につき３円を見込んでおります。 
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４．中間連結財務諸表等 
（１）中間連結貸借対照表 

                                        （単位：百万円） 

区 分 
当中間連結 
会計期間末 

(平成 16 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

(平成 16 年 3 月 31 日) 
増 減 

前中間連結 
会計期間末 

(平成 15 年 9 月 30 日) 

（資産の部）     

Ⅰ流動資産     

 1 現 金 及 び 預 金  1,047 1,344 △296 2,032 

2 受取手形及び売掛金 94,551 87,432 7,119 86,860 

 3 た な 卸 資 産 7,604 5,465 2,138 5,580 

 4 未 収 入 金 3,811 3,027 784 2,902 

 5 預 け 金      

6 繰 延 税 金 資 産  

25,546 

3,990 

32,422 

4,905 

△6,875 

△914 

17,507 

3,316 

 7 そ の 他 556 253 303 1,365 

 8 貸 倒 引 当 金 △2 △4 1 △28 

流動資産合計 137,108 134,846 2,261 119,535 

     

Ⅱ固定資産     

1 有形固定資産     

 (1)建 物 及 び 構 築 物 21,353 21,402 △48 21,757 

 (2)機械装置及び運搬具 23,871 24,500 △629 25,012 

 (3)工具・器具及び備品 9,267 9,238 29 10,560 

 (4)土       地 15,397 15,451 △54 15,293 

 (5)建 設 仮 勘 定 5,870 2,898 2,972 853 

有形固定資産合計 75,761 73,491 2,269 73,477 

     

2 無形固定資産 2,040 1,975 65 1,595 

     

3 投資その他の資産     

 (1)投 資 有 価 証 券  1,366 1,295 70 1,192 

 (2)繰 延 税 金 資 産  14,841 14,886 △44 16,514 

 (3)そ の 他 1,002 995 7 1,349 

 (4)貸 倒 引 当 金 △78 △0 △78 △78 

投資その他の資産合計 17,131 17,176 △45 18,978 

固定資産合計 94,933 92,643 2,290 94,051 

資産合計 232,041 227,490 4,551 213,586 
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（単位：百万円） 

区 分 
当中間連結 
会計期間末 

(平成 16 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

(平成 16 年 3 月 31 日) 
増 減 

前中間連結 
会計期間末 

(平成 15 年 9 月 30 日) 

（負債の部）     

Ⅰ流動負債     

 1 支払手形及び買掛金 85,718 81,559 4,158 78,507 

 2 一年以内償還の社債 － 6,200 △6,200 6,200 

 3 未 払 費 用  12,628 13,320 △692  12,635 

 4 未 払 法 人 税 等 6,594 10,540 △3,946 6,393 

 5 諸 預 り 金 7,178 7,079 99 7,145 

 6 製 品 保 証 引 当 金 1,194 1,142 52 1,035 

 7 そ の 他 5,086 4,829 257 3,340 

流動負債合計 118,401 124,672 △6,271 115,257 

     

Ⅱ固定負債     

 1 退 職 給 付 引 当 金 33,732 33,482 249 35,825 

 2 役員退職慰労引当金 210 310 △99 299 

3 製 品 保 証 引 当 金 1,865 1,813 52 1,673 

 4 そ の 他 24 24 － 24 

固定負債合計 35,832 35,630 202 37,821 

負債合計 154,234 160,302 △6,068 153,079 

     

（少数株主持分）     

少 数 株 主 持 分  503 461 41 524 

     

（資本の部）     

Ⅰ資 本 金 7,904 7,904 － 7,904 

Ⅱ資 本 剰 余 金  8,317 8,317 － 8,317 

Ⅲ利 益 剰 余 金  62,113 51,800 10,312 45,170 

Ⅳその他有価証券評価差額金  146 103 43 119 

Ⅴ自 己 株 式 △1,178 △1,400 221 △1,529 

資本合計 77,303 66,726 10,577 59,982 

負債、少数株主持分 

及 び 資 本 合 計  
232,041 227,490 4,551 213,586 
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（２）中間連結損益計算書  
                                                            

（単位：百万円） 
当中間連結会計期間 

自 平成16年4月 1日 

至 平成16年9月30日 

前中間連結会計期間 

自 平成15年4月 1日 

至 平成15年9月30日 

 

増  減 
 前連結会計年度(要約) 

自 平成15年4月1日 

至 平成16年3月31日 

     
区 分 

 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率  金額 構成比 

  ％  ％  ％   ％ 

Ⅰ売上高 294,688 100.0 286,574 100.0 8,114 2.8  580,817 100.0 

Ⅱ売上原価 273,717 92.9 267,819 93.5 5,898   539,342 92.9 

  売 上 総 利 益 20,970 7.1 18,754 6.5 2,216   41,475 7.1 

Ⅲ販売費及び一般管理費 6,034 2.0 6,074 2.1 △39   13,491 2.3 

  営 業 利 益 14,935 5.1 12,680 4.4 2,255 17.8   27,984 4.8 

Ⅳ営業外収益          

1 受 取 利 息 16  14  1   38  

2 受 取 配 当 金 26  26  0   27  

3 動産・不動産賃貸料  60  61  △1   127  

4 そ の 他 41  10  31    35  

計 144 0.0 113 0.0  31   229 0.0 

Ⅴ営業外費用          

1 支 払 利 息 48  95  △46   193  

2 退職給付会計基準変更時差異  363  1,011  △647   1,799  

3 そ の 他 92  34  58   92  

計 505 0.2 1,140 0.3 △634   2,085 0.3 

経 常 利 益 14,575 4.9 11,652 4.1 2,922 25.1  26,128 4.5 

Ⅵ特別利益          

1 貸 倒 引 当 金 戻 入 益  1  55  △53   55  

2 固 定 資 産 売 却 益 3,948  436  3,512   2,430  

3 厚生年金基金の代行部分返上に伴う利益  －  －  －   3,479  

4 そ の 他 0  22  △22   66  

計 3,950 1.4 514 0.2 3,436   6,032 1.0 

Ⅶ特別損失          

1 固 定 資 産 除 却 損 163  61  102   868  

2 過年度未払賞与に係る社会保険料 －  588  △588   588  

3 金 型 補 償 損 －  221  △221   3,583  

4 そ の 他 170  234  △63   695  

計 334 0.1 1,105 0.4 △771   5,735 1.0 

税金等調整前中間(当期)純利益 18,191 6.2 11,061 3.9 7,130 64.5  26,424 4.5 

法人税、住民税及び事業税 6,413 2.2 6,504 2.3 △90   13,223 2.2 

法 人 税 等 調 整 額  922 0.3 △1,673 △0.6 2,595   △1,880 △0.3 

少 数 株 主 利 益  43 0.0 29 0.0 14   △36 △0.0 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 10,811 3.7 6,200 2.2 4,611 74.4  15,118 2.6 
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（３）中間連結剰余金計算書 
                                                          (単位：百万円)  

区  分 

当中間連結 
会計期間  

自 平成16年4月  1日 

至 平成16年9月30日 

前中間連結 
会計期間  

自 平成15年4月  1日 

至 平成15年9月30日 

増 減 

前連結会計 
年度(要約) 

自 平成15年4月  1日 

至 平成16年3月31日 

 

（資本剰余金の部） 

Ⅰ資本剰余金期首残高 

 

Ⅱ資本剰余金中間期末(期末)残高 

  

（利益剰余金の部） 

Ⅰ利益剰余金期首残高 

   

Ⅱ利益剰余金増加高 

 中間(当期)純利益 

Ⅲ利益剰余金減少高 

配当金 

自己株式処分差損 

連結子会社減少に伴う利益剰余金減少高 

Ⅳ利益剰余金中間期末(期末)残高 

 

 

 

8,317 

 

8,317 

 

 

51,800 

  

 

10,811 

 

460 

38 

－ 

62,113 

 

 

 

8,317 

 

8,317 

 

 

39,524 

  

 

6,200 

 

542 

12 

－ 

45,170 

 

 

 

－ 

 

－ 

 

 

12,276 

  

 

4,611 

 

△81 

25 

－ 

16,943 

 

 

 

8,317 

 

8,317 

 

 

39,524 

  

 

15,118 

 

1,001 

65 

1,775 

51,800 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 
                                                （単位：百万円） 

区   分 

当中間連結 
会計期間  

自 平成16年4月 1日 

至 平成16年9月30日 

前中間連結 
会計期間  

自 平成15年4月 1日 

至 平成15年9月30日 

増減 

前連結会計年度の 
要約ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書 

自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     
   税金等調整前中間(当期)純利益 18,191 11,061  7,130 26,424 
   減価償却費 5,145 5,174 △   29   10,555 
   退職給付引当金の増加額  249 1,635  △1,385   2,771 
   厚生年金基金の代行部分返上に伴う利益 － － － △  3,479 
   受取利息及び受取配当金 △     43 △     41 △    1 △    65 
   支払利息  48  95 △  46 193 
   固定資産売却益 △  3,948 △    436 △3,512 △  2,430 
   固定資産売却損  2 162  △  160 162 
   固定資産除却損 163 61 102 868 
   投資有価証券売却益 － △     21    21 △    55 
   売上債権の増減額（増加:△）   △  7,119 2,729 △9,849 2,158 
   たな卸資産の増加額 △  2,138 △    276  △1,862 △    162 
   仕入債務の増加額 4,158  657 3,500 3,709 
   その他 △  2,693 △  1,865 △  827   △   307 
     小 計 12,015 18,935 △6,920 40,344 
   利息及び配当金の受取額 45 40 5 65 
   利息の支払額 △     98 △     95  △   3 △    194 
   法人税等の支払額 △ 10,513 △  4,919 △5,594 △   7,490 
  営業活動によるキャッシュ・フロー 1,449 13,961 △12,512 32,725 
     
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     
   定期預金の払戻による収入 － － － 260 
   固定資産の取得による支出 △  7,421 △  3,560  △3,860 △ 10,120 
   固定資産の売却による収入 5,283 956   4,326   3,672 
   投資有価証券の売却による収入 － 79 △   79 150 
   貸付金融資による支出 △       0 △       4  4 △    6 
   貸付金回収による収入 6 10 △   4 19 
   その他 △      11 130   △  141 56 
  投資活動によるキャッシュ・フロー △  2,143 △  2,388  244 △  5,967 
      
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

    長期借入金の返済による支出 － △    117   117    △    117 
   社債の償還による支出 △  6,200 － △6,200 － 
   配当金の支払額 △    460 △    542 82 △  1,001 
   少数株主への配当金の支払額  △      0 △      0 － △      0 
   自己株式の取得による支出 
   ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝの行使による収入 

△  1 
183 

△ 699 
20 

698 
  163 

△     703 
101 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △  6,478 △  1,339  △5,138 △   1,721 
Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額    △  7,172 10,234 △17,406 25,037 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 33,767 9,045  24,721  9,045 
Ⅵ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － － － △   315 
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 26,594 19,279 7,314 33,767 

（注）現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 
   現金及び預金勘定    1,047 2,032 △    984      1,344 
   預け金  25,546 17,507 8,039     32,422 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － △   260    260 － 
   現金及び現金同等物 26,594 19,279 7,314     33,767 
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（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

 １．連結の範囲に関する事項 
(1) 連結子会社数    7 社 

 新和工業(株)、(株)テクノヒラタ、(株)オートワークス京都、サガミ･メンテナンス（株）、 
  (株)エヌシーエス、(株)プロスタッフ、（株）エヌエスデザイン 
  

  (2) 非連結子会社数     1 社   (株)新和興産 
     非連結子会社については、小規模会社であり、合計の総資産、売上高、中間純損益及び利益剰余金

（持分に見合う額）等はいずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないと認められるため、
連結の範囲より除外した。 

 ２．持分法の適用に関する事項 
  (1) 持分法適用の非連結子会社数    －社 
  (2) 持分法適用の関連会社数      －社 
  (3) 適用外の非連結子会社（1 社）及び関連会社（(株)トノックス及び(株)アイテック）については、中

間連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、
持分法適用の範囲より除外した。 

 ３．連結子会社の中間決算日等 
    連結子会社の中間決算日と中間連結決算日は一致している。 

 ４．有価証券の評価基準及び評価方法 
    その他有価証券 
         時価のあるもの……………中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
                     （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主と 

して移動平均法により算定している） 
         時価のないもの……………移動平均法による原価法 
 ５．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
     主として先入先出法による低価法によっている。 
 ６．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 
主として耐用年数を見積耐用年数、残存価額を実質的残存価額とする定額法によっている。 

(2) 無形固定資産 
定額法によっている。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5 年)

に基づく定額法によっている。 
 ７．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 
     債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 
(2)製品保証引当金 

    製品のクレーム費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎に翌期以降保証期間内の費用見積額を
計上している。 

  (3)退職給付引当金 
     従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額 

に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上している。 
     なお、会計基準変更時差異は、15 年による按分額を費用処理している。 
     過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（8～15 年）による定

額法により費用処理している。 
     数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（8～15 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ
ととしている。 

  (4) 役員退職慰労引当金 
     役員及び執行役員の退職慰労金支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上している。 
  

８．重要なリ－ス取引の処理方法 
     リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

  ９．消費税等の会計処理 
     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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１０．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、僅少なリスクしか負わない取得日から 3 ヶ月以内に償
還期限の到来する短期投資からなる。 

 
 
〔注記事項〕 

                 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度 

１．有形固定資産の減価償却累計額   207,894 百万円    209,404 百万円     204,282 百万円 

２．保証債務              11,946 百万円     12,239 百万円      12,017 百万円 
３．リース取引関係 
   ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略している。 
 
 

５．セ グ メ ン ト 情 報 
 (1) 当中間連結会計期間 (自 平成 16 年 4 月 1 日 至 平成 16 年 9 月 30 日) 

   ① 事業の種類別セグメント情報 

     全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「自動車関連事業」の割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 

   ② 所在地別セグメント情報 

     本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社の売上高がないので、該当はない。 

   ③ 海外売上高 

     海外売上高がないので、該当はない。 

 (2) 前中間連結会計期間  (自 平成 15 年 4 月 1 日 至 平成 15 年 9 月 30 日)  

   ① 事業の種類別セグメント情報 

     全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「自動車関連事業」の割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 

   ② 所在地別セグメント情報 

     本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社の売上高がないので、該当はない。 

   ③ 海外売上高 

     海外売上高がないので、該当はない。 

 (3) 前連結会計年度 (自 平成 15 年 4 月 1 日 至 平成 16 年 3 月 31 日)  

   ① 事業の種類別セグメント情報 

     全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の合計額に占める「自動車関連事

業」の割合がいずれも 90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 

   ② 所在地別セグメント情報 

     本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社の売上高がないので、該当はない。 

   ③ 海外売上高 

     海外売上高がないので、該当はない。 
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６．有 価 証 券 
（当中間連結会計期間末）（平成 16 年 9 月 30 日） 
（１）その他有価証券で時価のあるもの 

                                          （単位：百万円） 
 

取得原価 
中間連結貸借対照表 
計 上 額 

 
差   額 

株   式 129 391    262 

（２）時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 
                        （単位：百万円） 

中間連結貸借対照表 
計 上 額 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 
その他 

 
        521 
          0 

 
（前中間連結会計期間末）（平成 15 年 9 月 30 日） 
（１）その他有価証券で時価のあるもの   
                                           （単位：百万円） 

 
取得原価 

中間連結貸借対照表 
計 上 額 

 
差   額 

株   式 169 385    216 

（２）時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 
                         （単位：百万円） 

中間連結貸借対照表 
計 上 額 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 
その他 

 
        353 
          0 

 
（前連結会計年度末）（平成16年3月31日） 
（１）その他有価証券で時価のあるもの   

                                                   （単位：百万円） 
 

取得原価 
連 結 貸 借 対 照 表 
計 上 額 

 
差   額 

株   式 128 319 190 

（２）時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 
                         （単位：百万円） 

連 結 貸 借 対 照 表 
計 上 額 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 
その他 

 
        523 
          0 

 

 
７．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 当社グループは、当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいてもデ
リバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はない。  



平成16年10月29日平成17年 3月期 個別中間財務諸表の概要
上 場 会 社 名 日 産 車 体 株 式 会 社 上 場 取 引 所 東

コ ー ド 番 号 722 2 本社所在都道府県 神 奈 川 県

（ＵＲＬ http://www.nissan-shatai.co.jp ）

代 表 者 役 職 名 取 締 役 社 長 氏 名 高 木 　 茂
問合せ先責任者 役 職 名 総 務 部 主 管

氏 名 田 坂 　 和 子 Ｔ Ｅ Ｌ(     )0463 21－8757

中間決算取締役会開催日 平 成 16年 10月 29日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 平 成 16年 12月  1日 単元株制度採用の有無 有（１単元  1,000株）

1. 16年 9月中間期の業績 （平成16年 4月 1日～平成16年 9月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期      288,345     2.9      13,913    18.6      13,681    25.7
15年 9月中間期      280,351     5.4      11,726    59.6      10,881    68.8

16年 3月期      567,948－       25,703－       24,135－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

16年 9月中間期       10,346    75.6          67.29
15年 9月中間期        5,892    66.9          38.15

16年 3月期       14,601－          94.81

(注 )1.期中平均株式数 16年 9月中間期    153,753,979株 15年 9月中間期    154,435,379株
16年 3月期    154,006,202株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )16年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
16年 9月中間期           3.00－ 特別配当 － 円－銭
15年 9月中間期           3.00－

16年 3月期 －           6.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 9月中間期      225,483       73,825     32.7        478.95
15年 9月中間期      205,807       55,393     26.9        361.55

16年 3月期      220,033       63,709     29.0        414.89

(注 )1.期末発行済株式数 16年 9月中間期    154,139,088株 15年 9月中間期    153,210,905株
16年 3月期    153,555,711株

2.期末自己株式数 16年 9月中間期      3,100,603株 15年 9月中間期      4,028,786株
16年 3月期      3,683,980株

2. 17年 3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期      580,000      27,500      18,700          3.00          6.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )         121円32銭

※ 　 上 記 の 予 想 は 現 時 点 で 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 今 後 様 々 な 要
因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 は 、 添 付 資 料 ３ ペ ー ジ を ご
参 照 く だ さ い 。
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（１）中間貸借対照表 
      （単位：百万円） 

区 分 
当 中 間 
会計期間末 

(平成 16 年 9 月 30 日) 

前 事 業 年 度 の  
要約貸借対照表 

(平成 16 年 3 月 31 日) 
増 減 

前 中 間 
会計期間末 

(平成 15 年 9 月 30 日)

（資産の部）     

Ⅰ流動資産     

 1 現 金 及 び 預 金 21 29 △7 19 

2 受 取 手 形 246 115 130 237 

  3 売 掛 金 92,058 85,030  7,027 84,141 

 4 た な 卸 資 産 6,261 4,399 1,861 4,419 

 5 預 け 金 25,546 32,422 △6,875 17,507 

 6 そ の 他 19,596 17,643 1,952 17,691 

流動資産合計 143,730 139,641 4,089 124,016 

Ⅱ固定資産     

1有 形 固 定 資 産      

 (1)建 物 16,987 16,879 108 17,100 

 (2)機 械 及 び 装 置  17,669 18,106 △436 17,665 

 (3)工具・器具及び備品 8,147 7,923 224 9,110 

 (4)土 地 13,942 13,997 △54 14,067 

 (5)そ の 他  6,484 4,857 1,627 3,054 

有形固定資産合計 63,233 61,763 1,469 60,998 

     

2 無 形 固 定 資 産  1,736 1,665 71 1,556 

     

3 投資その他の資産     

 (1)投 資 有 価 証 券  2,987 2,909 78 2,927 

 (2)長 期 貸 付 金 11 14 △3 508 

 (3)繰 延 税 金 資 産  13,394 13,494 △99 15,236 

 (4)そ の 他 460 545 △84 641 

 (5)貸 倒 引 当 金 △71 － △71 △78 

投資その他の資産合計 16,782 16,962 △180 19,235 

固定資産合計 81,752 80,391 1,360 81,790 

資産合計 225,483 220,033 5,450 205,807 
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    （単位：百万円） 

区 分 
当 中 間 
会計期間末 

(平成 16 年 9 月 30 日) 

前 事 業 年 度 の  
要約貸借対照表 

(平成 16 年 3 月 31 日) 
増 減 

前 中 間 
会計期間末 

(平成 15 年 9 月 30 日) 

（負債の部）     
Ⅰ流動負債     
 1 支 払 手 形 1,016   1,332 △316 1,567 
  2 買 掛 金 89,253 82,983 6,269 79,756 
 3 短 期 借 入 金 1,982 1,356 626 1,825 
 4 一年以内償還の社債 － 6,200 △6,200 6,200 
 5 未 払 費 用 9,792 10,285  △493 9,682 
 6 未 払 法 人 税 等  6,068 9,855 △3,787 5,682 
  7 製 品 保 証 引 当 金 1,194 1,142 52 1,035 
 8 従 業 員 預 り 金  6,855 6,741 114 6,833 
 9 そ の 他 2,568 3,637 △1,069 2,569 

流動負債合計 118,731 123,534 △4,803 115,151 
     
Ⅱ固定負債     
 1 退職給付引当金  30,959 30,797 161 33,438 
 2 役員退職慰労引当金 77 154 △77 126 
  3 製 品 保 証 引 当 金 1,865 1,813 52 1,673 
 4 そ の 他 24 24 － 24 

固定負債合計 32,926 32,789 137 35,262 
負債合計 151,657 156,323 △4,665 150,413 

     
（資本の部）     
Ⅰ 資 本 金 7,904 7,904 － 7,904 
Ⅱ 資 本 剰 余 金      
 1 資 本 準 備 金  8,317 8,317 － 8,317 
  資本剰余金合計 8,317 8,317 － 8,317 
Ⅲ 利 益 剰 余 金      
1 利 益 準 備 金  1,976 1,976 － 1,976 
2 任 意 積 立 金  26,776 25,832 944 25,832 
3 中間(当期)未処分利益  29,911 21,008 8,903 12,811 

利益剰余金合計 58,664 48,817 9,847 40,620 
Ⅳその他有価証券評価差額金 117 69 47 80 
Ⅴ自 己 株 式 △1,178 △1,400 221 △1,529 

資本合計 73,825 63,709 10,116 55,393 
負債・資本合計 225,483 220,033 5,450  205,807 
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（２）中間損益計算書  
  （単位：百万円） 

当中間会計期間 
自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日 

前中間会計期間 
自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

 
増  減 

前事業年度（要約） 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

    区 分 

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率  金額 構成比 

  ％  ％  ％   ％ 
Ⅰ売 上 高 288,345 100.0 280,351 100.0 7,994 2.9  567,948 100.0 
Ⅱ売  上  原  価 269,332 93.4 263,462 94.0 5,869   530,691 93.5 
売 上 総 利 益 19,013 6.6 16,888 6.0 2,124   37,256 6.5 

Ⅲ販売費及び一般管理費 5,100 1.8 5,161 1.8 △61   11,553 2.0 
 営 業 利 益 13,913 4.8 11,726 4.2 2,186 18.6  25,703 4.5 
Ⅳ営 業 外 収 益          
1 受 取 利 息  18  24  △6   51  
2 受 取 配 当 金 29  28  1   28  
3 そ の 他 296  236  59   483  

計 344 0.1 289 0.1 54   564 0.1 
Ⅴ営 業 外 費 用          
1 支 払 利 息  49  98  △49   198  
2 退職給付会計基準変更時差異 336  941  △604   1,681  
3そ の 他 189  94  94   252  

計 575 0.2 1,134 0.4 △559   2,131 0.4 
経 常 利 益 13,681 4.7 10,881 3.9 2,800 25.7  24,135 4.2 

Ⅵ特 別 利 益          
 1 貸倒引当金戻入益  －  56  △56   57  
2 固 定 資 産 売 却 益  3,948  421  3,527   2,414  

 3 そ の 他 －  －  －   3,516  
     計 3,948 1.4 477 0.1 3,471   5,988 1.1 
Ⅶ特 別 損 失          
 1 固 定 資 産 除 却 損  160  58  102   396  
2 そ の 他 119  883  △763   4,250  

     計 280 0.1 942 0.3 △661   4,646 0.8 
税引前中間(当期)純利益 17,349 6.0 10,417 3.7 6,932 66.6  25,476 4.5 
法人税、住民税及び事業税  5,911 2.0 5,800 2.1 110   12,023 2.1 
法 人 税 等 調 整 額 1,091 0.4 △1,275 △0.5 2,367   △1,148 △0.2 
中 間 (当 期 )純 利 益  10,346 3.6 5,892 2.1 4,454 75.6  14,601 2.6 

前 期 繰 越 利 益 
中 間 配 当 額 
自 己 株 式 処 分 差 損  

19,604 
－ 
38 

 6,932 
－ 
12 

 12,671 
－ 
25 

  6,932 
459 
65 

 

中間(当期)未処分利益 29,911  12,811  17,100   21,008  

 

（３）製品別売上高 
当中間会計期間 

自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日 

前中間会計期間 
自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

増  減 
前事業年度 

自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

区 分 

台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額 増減率 台 数 金 額 
 
乗  用  車 

台 
85,814 

百万円 
164,036 

台 
86,029 

百万円 
160,620 

台 
△215 

百万円 
3,416 

％ 
2.1 

台 
176,727 

百万円 
330,024 

商  用  車 81,951 96,203 77,317 91,365 4,634 4,837 5.3 150,644 179,271 

小型バス  6,388 12,552 6,453 13,142 △65 △589 △4.5 13,523 27,667 

部品売上･その他 － 15,553 － 15,224 － 329 2.2 － 30,985 

計 174,153 288,345 169,799 280,351 4,354 7,994 2.9 340,894 567,948 
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（４）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1)子会社株式及び関連会社株式 ………移動平均法による原価法 

 (2)その他有価証券 

    時価のあるもの……………………中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

                   （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均 

                  法により算定している） 

    時価のないもの……………………移動平均法による原価法 

２． たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   先入先出法による低価法によっている。 

３．固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産 

耐用年数を見積耐用年数、残存価額を実質的残存価額とする定額法によっている。 

 (2)無形固定資産 

定額法によっている。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）

に基づく定額法によっている。 

４．引当金の計上基準 

 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

(2)製品保証引当金 

 製品のクレーム費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎に翌期以降保証期間内の費用見積額を計上

している。 

(3)退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上している。 

    なお、会計基準変更時差異は、15 年による按分額を費用処理している。 

    過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(8～15 年)による定額   

法により費用処理している。 

    数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(8～

15 年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしている。 

 (4)役員退職慰労引当金 

    役員及び執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上している。

５．リース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について   

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

６．消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 
 〔注記事項〕 

                   当中間会計期間末  前中間会計期間末  前事業年度 

１．有形固定資産の減価償却累計額    180,709 百万円    176,350 百万円  177,707 百万円 

２．保証債務               11,874 百万円     12,170 百万円   11,924 百万円 

３．リース取引関係 

   ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略している。  


